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「第二期徳島県子ども・子育て支援事業支援計画」の見直しについて

１ 中間年の見直しの基本的事項
（１） 中間年の見直しの趣旨

国の基本指針 において 「子ども・子育て支援法の施行後、支給認定を受け注１ 、
た保護者の認定区分ごとの人数が、当該認定区分に係る量の見込みと大きく乖離し
ている場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる 」とさ。
れていることから、各市町村において教育・保育給付認定の状況を踏まえ「第二期
市町村子ども・子育て支援事業計画」の中間年の見直しを随時実施している。
県においても、市町村の子ども・子育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、

「第二期徳島県子ども・子育て支援事業支援計画」の見直しを行う。
「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並び注１

に子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事
（平・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針

成26年7月2日付け内閣府告示第159号）

（２） 見直し後の計画期間
当初計画と同じ計画期間（令和５年度から令和６年度まで）とする。

（３） 見直しの方向性
現計画の基本方向を維持しつつ、

ア 県内市町村における子ども・子育て支援事業計画の見直しの状況を踏まえ、
県内全域の教育・保育（地域子ども・子育て支援事業）の量の見込み、
提供体制の確保の内容及びその実施時期

イ 認定こども園の目標設置数及び設置時期
ウ 保育人材の必要見込み人数及びその確保方策
エ その他、社会情勢の変化及び各施策の進捗状況に応じて、各施策の記載内容
の見直しを行う。

２ 中間年の見直しの方向性
別添のとおり

３ 今後のスケジュール
令和４年11月上旬 子ども・子育て会議（第23回） 計画見直し（案）の検討
令和５年１月下旬 市町村子ども・子育て支援事業計画の変更状況の把握
令和５年１月末頃 子ども・子育て会議（第24回） 計画見直し（案）の検討
令和５年２月上旬 県議会へ計画見直し（案）を報告
令和５年３月末 （市町村子ども・子育て支援事業計画の変更を受けて）

徳島県子ども・子育て支援事業支援計画の変更



頁 主な見直しの内容

１　計画策定の趣旨 1
２　計画の性格 2
３　計画の期間 2

１　計画の基本理念 3
２　計画の基本目標 3
３　計画を推進する上での重点課題 4

１　計画の推進体制 5
２　計画の達成状況の点検及び評価 5

１　県区域設定の趣旨 6
２　県区域設定の基本的考え方 6
３　県区域設定の内容 6

１　教育・保育の量の見込みにおける基本的考え方 8

２　各年度における教育・保育の量の見込み、
　提供体制の確保の内容及びその実施時期

8
市町村の子ども・子育て支援事業計画における見直し状況に対応した、県内全域における
令和５年度及び令和６年度の教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容の見直し
を行う。

１　各事業の量の見込みにおける基本的考え方 11
２　各年度における量の見込み、提供体制の確保の内容
　及び　その実施時期

11
市町村の子ども・子育て支援事業計画における見直し状況に対応した、県内６区域におけ
る令和５年度及び令和６年度の量の見込み、提供体制の確保の内容の見直しを行う。

３　「新・放課後子ども総合プラン」への対応 21
４　県及び市町村が連携した在宅の子育て家庭への支援 22

第２節　教育・保育の提供体制の確保

第３章　計画の推進体制と点検・評価

第２章　基本理念と取組方針

「第二期徳島県子ども・子育て支援事業支援計画」の中間年の見直しの方向性について

第１節　区域の設定
第４章　具体的な取組み

第１章　計画策定に当たって

第３節　地域子ども・子育て支援事業の推進

項目
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頁 主な見直しの内容

「第二期徳島県子ども・子育て支援事業支援計画」の中間年の見直しの方向性について

項目
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第４節　教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保
１　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、
　提供の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策

23

２　認定こども園の普及に関する基本的考え方 23

３　認定こども園の目標設置数、設置時期 24
各市町村における認定こども園への移行予定等を踏まえ、県内全域における令和５年度及
び令和６年度の認定こども園の設置目標数、設置時期の見直しを行う。

４　幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援 24
５　地域における教育・保育施設及び地域型保育事業を
　行う者の連携の推進方策

24

６　質の高い幼児教育の提供に向けた推進方策 25

１　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 26
２　市町村との連携の方策 26

１　特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の具体的な
　必要見込み人数とその確保方策

27
市町村の子ども・子育て支援事業計画における見直し状況に対応した、県内全域における
令和５年度及び令和６年度の保育人材の必要見込み人数の見直しを行う。

２　地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保方策 28
３　質の向上策 28
４　「子育て支援員」の認定のための研修実施 28
５　「放課後児童支援員」の認定のための研修実施 28

１　児童虐待防止対策の充実 29
２　社会的養護体制の充実 30
３　ひとり親家庭の自立支援の充実 32
４　特別な配慮を必要とする子どもに対する施策の充実 33

１　働き方改革の推進 35
２　仕事と子育ての両立のための基盤整備 36

第８節　仕事と子育てが両立できる職場づくり

第５節　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連携の推進方策

第７節　子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援

第６節　教育・保育等に従事する者の確保及び質の向上
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頁 主な見直しの内容

「第二期徳島県子ども・子育て支援事業支援計画」の中間年の見直しの方向性について

項目

資料３

１　市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整 37

１　教育・保育情報の公表の実施方法等 38
２  市町村ごとの待機児童解消の取組状況の公表 38

39
市町村の子ども・子育て支援事業計画における見直し状況を踏まえ、令和５年度及び令和
６年度の各地区ごとの教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及びその実施時
期の見直しを行う。

54
各市町村における認定こども園への移行予定等を踏まえ、各地区ごとの認定こども園の設
置目標数、設置時期の見直しを行う。

別表１
　保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及びその実施時期

別表２
　認定こども園の目標設置数、設置時期

第２節　教育・保育情報の公表

第５章　広域調整及び教育・保育情報の公表
第１節　広域調整
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